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｛ 地政学を学ぶ重要なコンセプト ｝ 

① シー・パワー（海洋国家） 

② ランド・パワー（大陸国家）  

③ リムランド（北西ヨーロッパから中東・東南アジアに至る沿岸地帯） 

④ マージナル・シー（高い攻撃力と戦艦クラスの巨体、米国海軍３隻建造＠４千億円） 

 平面のオリジナル地図を見ることで理解が深まる～地図は空間を、年表は時間を・・・ 

戦略的に思考するための最良の道具だ～大国の実力・戦略判定に役立つ。 

｛ トランプ氏が米国の大統領になる ｝ ２０１６年９月２２日～本紙発行で予測 

 トランプ氏の外交政策を５ページに亘って述べている。その外交姿勢は～ 

米国の第一の敵は「Ｉ Ｓ」であり制圧のために地上軍を派遣しても徹底的に戦うと。 

第二の敵は中国であり「極めてずる賢い相手の行動を正すためには米国が圧倒的に

優れた力を誇示するしかない」と極めてクールな考えで、そうした認識の上にたっている、 

トランプ氏は米国の同盟諸国との関係もゼロベースで再構築しようとしている。 

 日本としては大いに歓迎すべきで、自主防衛の強化・日米同盟の緊密化・憲法９条の

改正など一挙に進めればよい。 

｛ オランダ人「メルカトル」は天才であった ｝ １５９４年没 

 地球を平面図にして一枚の紙の上に著した、地政学とは地図を戦略的にみる見方の

事、更に過去に大きな出来事を年表にして、その時の国の配置と照らし合わせてみる。 

 地図をどういう風に戦略的に見るか、そこからどういう風に戦いに勝つか、割り出す。 

 世界で唯一超大国である米国の世界地図とは・・・日本人の頭の中にあるそれとは、

全く異なる、第二次世界大戦を地政学的に評価すると・・・ 

１． 本来 海洋国家の日本がシナ大陸に過剰に介入、更に米国との戦いに突入 

２． 当時の三大シ―パワーは日・英・米で日本が英米相手の二面作戦となった 

３． ドイツやイタリアとの同盟はほとんど役立たずであった 

 現代でのシナへの経済過剰介入は極めて危険。 

シ―パワーの米国・海洋アジア諸国との連携は国益にかなっている。 
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｛ 人は生まれたところの地図に縛られている ｝ 

 自国から見る世界と相手国から見る地図では全くイメージが違ってくる、更に海を支配

する海洋国家の日英米と・陸を支配する大陸国家の中独露などの概念で見ると世界は

より理解しやすくなる、企業活動という経済活動は基本的に政治・軍事に支えられており

世界戦略上一体である。 

｛ 日本と英国はシー・パワーの国であることを理解する ｝ 

常に大陸との関係において国家が形成・運営されなければならない運命だ、戦後の

日本は貿易立国を国是として海洋国家の正道を歩み大陸からの影響も少なく大発展。 

今後は大陸国家として大発展してきた中国と、北朝鮮・韓国との関係をどうするか・・・

日本の将来にとって最大の課題と云える、英国もヨーロッパ大陸との関係は重大な岐路。 

｛ １８～９世紀の英国世界覇権の発展 ｝ 

 先ず海洋力優位により広大な植民地帝国を築いた、そして膨大な海外からの原材料

の供給により産業革命→世界の工場となった。 

 ヨーロッパ大陸での覇権を求めず単一の国家に支配させないのが英国外交の原則。 

日英同盟は海洋を通じてユーラシア支配を完成させた。 

１９世紀中ごろ、英露の覇権争いは日本列島に向かって交錯しようとしていたが幕末

の日本でこの事実にいち早く気づいたのは福井藩士・橋本左内で「やがて日本は英露

いずれと組んで戦うか？その時、日本は近代的な国家となっていなければならない！」 

西南の役で自決した西郷隆盛が死の直前まで鞄に所持していたのが橋本佐内（既

に安政の大獄で２６歳の生涯を閉じていた）からの古い手紙であり人物と識見を高く評

価していた。 

１９００年北清事変（映画北京の５５日）義和団の乱で大活躍したのは日本派遣軍だっ

た、当時の大国の英国は遠過ぎて軍隊の派遣は出来ず日本に反乱の鎮圧を依頼した、 

英国は治安回復に成功した日本の実力を認め、他国と初めての日英同盟が成立した。 

 この日英同盟と米国の資金援助を受けて日本は日露戦争に勝利することができた。 

｛ 軍事用語「攻勢終末点」という大事な概念 ｝ 

 日本は陸軍・海軍共に兵站を最重要視する、この概念を無視して大陸への過剰介入

と太平洋戦争を拡大して敗北した。 
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｛ チャイナ艦隊はマゼランより先に世界一周していた？ ｝ 

 １５世紀前半に７回も大遠征を行い最盛時には３００隻の艦隊でインド洋を渡りアフリカ

東海岸まで達していた、船の大きさは最大３０００トンに対してコロンブスがアメリカ大陸

発見で使った船は８０トンだった、しかも１００年も後の事～明朝は海洋国家たる技術力

は持っていたが、その国家意思を持たず、どうしようもなく大陸の民である民族性を証明。 

 

｛ 大陸国家が海洋国家になった例はない ｝ 

  中国の習近平国家主席が提唱した「一帯一路」の経済構想は中国→中央アジア→ 

ユーロッパへの「一帯」と、東南アジア→スリランカ→アラビア半島→アフリカを結ぶ、

海上シルクロードの「一路」で中国を中心とした経済圏をつくる構想であり、戦略構想で

もある、つまり経済圏をそのまま支配圏にしようとするのが本音、しかし歴史上大陸国家

が海洋国家になりえた実例はない。 

｛ 大陸国家と海洋国家を兼ね備えた国家 ｝ 

 ローマ帝国・大英帝国・日本帝国・現在のアメリカ、日本陸軍はシナ大陸で連戦連勝

し、８年間の戦績は５１勝１敗３引き分け、但し兵站線が伸び切って勝ち疲れ。 

｛ 軍事とビジネスの本質は同じ ｝ 

 戦略目標達成のための「３つのＣ」 命令・統制・情報伝達、そして「攻勢終末点」 は、

販売上も重要であり、この終末点を超えれば過剰在庫を抱えることとなる、現代の企業

組織は軍隊の組織を基本としている、日本は平和ボケしているが米国人にとってビジネ

スは形を変えた戦争である、そして戦争も又ビジネスである。 

｛ 日本人と朝鮮人・中国人は文明圏が異なる ｝ 

 民族性や国民性が全く異なる、一方英国人はヨーロッパの一員である。 

日本と中国大陸・朝鮮半島は水と油、アジアの中で日本と一番親和性があるのは台湾

からインドネシアあたりまでの沿岸諸国（日本が戦争してくれたおかげで植民地支配か

ら解放されたと歓迎される） ミヤンマー・インドも同様で台湾の親日ぶりは有名（ミヤン

マー・インドネシアの国軍は旧日本軍が作った） 

 日本の反日左翼は全く中韓以外のアジアの声を無視している、東南アジアはお湯で

あり水とお湯は混ざる、戦略的にこれらの国々と友好関係を発展させるべきである。 
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｛ アメリカを知る三のキーワード ｝ 

① 西半球 ② 新世界 ③ モンロー主義 

西半球（南北アメリカ大陸）は新世界で東半球は（日・中・露・印・アフリカ・ヨーロッパ） 

旧世界、自分たちは新世界「人権と自由保障」の住民だと自慢げに口にする。 

 この考え方から「モンロー主義が生まれてくる」 アメリカの第三代大統領が独立宣言

した「人は生命と自由と幸福を追求する権限を持つ」 と、旧世界の欧州とアジアは旧

弊と悪しき伝統で満ち人間らしく暮らせる世界ではなくアメリカ人は新世界へユートピア

を作るためにやってきたと、アメリカ人は元々保守主義者で幸福追求は自分で行うもの

と考え、これが彼らの独立精神「モンロー主義」は第五代大統領が唱えた。 

 ヨーロッパの外交は非常に腐敗していてダーティさを嫌った、理想社会を作るために

欧州と一線を画す、つまり干渉を受けないということだ、そして中南米はバックヤード（裏

庭） と考えている。 

｛ 米国の世界戦略 ｝ 

 米国にはアジア・ヨーロッパへの＝ジャンピングボード（飛躍台）が必要であり、日本→

アジア、英国→ヨーロッパ、その外交姿勢は２０１６年の大統領選挙で共和党のトランプ

候補と民主党予備選で善戦したサンダース候補が非常によく代表している、つまり米国

の国益が第一でグローバルな責任は大事ではないと。 

 米国の外交はいうことをきく国は「善」で、聞かない相手は「悪」という二分論 

「 戦略原潜・南シナ海の重要性 」 

 南シナ海を領有化しようとする中国の最大の狙いは自国の戦略原潜の聖域化、成功

すれば日本のシーレーンを分断化し米国第七艦隊を封じ込め、東南アジア諸国を 

属国化するなど、複数の目標を同時に達成することが可能、日本の防衛の最前線は東

シナ海であると同時に南シナ海でもあり台湾はその中間にあり極めて重要な国である。 

 後背地・補給基地として日米なしでは台湾を中国から守ることはできない、できれば

後ろからロシアが中国をけん制してくれれば台湾はもっと楽になる、地政学の基本戦略

の一つは「挟み撃ち」である。 

｛ 中国は「超限戦」という方法で侵略してくる ｝ 

 いわゆる人間活動が戦場になるとの考え方で情報・金融・経済・貿易を全て戦争に勝

つための戦場として利用すること、つまり戦争状況とそうでない日常活動とを区別しない、 

もし占領されたらどうなるのか・・・チベットやウイグルが体験している悲惨な現実を日本 

のマスコミは伝えようとしない。 
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 インドネシアには３００ほどの華僑の有力家系とジャカルタに上場している株式市場の

時価総額の８割は彼らが抑えているといわれている。 

 東南アジアの人は台湾が独立を保てるかどうか非常に注視しており自由なアジアを

守ることに直結していることになる。 

｛ 中国によるインドシナ半島の河川支配 ｝ 

 半島に流れている大きな河川の源流はチベットにあり中国領土を流れてインドシナ半

島に流入する、タイ・ラオス・カンボジアの上流にあるメコン川では中国領内に二つの

ダムが完成、建設中が三ヶ所、計画が三ヶ所あり、ダムを作ることは「必要な時には流

さない、雨期などで川が氾濫しそうな時に流す」というような下流の国を恫喝する体制を

整えている。 

 

｛ 海洋国家日本 ｝ 

 領土では世界第６１番目、領海＋排他的経済水域では世界第６位の大国となる、この

地域では資源開発は独占できるので日本は大陸棚を徹底調査し資源発見に努めれば

よい、メタンハイドレード・マンガン鉱床以外にも、銅・ニッケル・コバルトなど海洋資源の

目玉商品であり資源大国に生まれ変われる。 

                                                 Ｐ ５ 

 

 

 


